
２４日民集53巻８号1899頁。抵当目的物の滅

失・減少，抵当山林の立木の伐採・搬出等は担

保関係における義務違反と解する2)）を譲渡担

保権設定者にも認め，それを譲渡担保権者が債

権者代位することで，預託金の返還のために必

要な退会通知を出すことができるとする判決が

出された§

２預託金会員制のゴルフクラブ会員権の法

的性質について，すでに判例において次のよう

な理論が確定している。まず，①預託金会員制

ゴルフクラブの会員権は，純粋な債権ではな

く，契約上の地位であること。すなわち，ゴル

フ場経営者と入会者の入会契約によって成立

し，（ｱ)施設の優先的利用権，（ｲ)預託金の返還請

求権，および(ｳ)年会費の納入義務等でありその

契約は契約上の地位である（最三小昭和50年

７月２５日民集29巻６号1147頁4りこと。そし

預託金制ゴルフ会員権の譲渡担保に関する一考察

EineStudieiiberdieSichenmgsiibereigmmg

田中淳子
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問題の所在

検討判例の概要

一東京地判平成１４年１１月２０日'）（千葉スプリングフィールド事件）

１

２

検討判例の分析

結びにかえて

３
４

<論文〉

１問題の所在

ｌ近時，東京地裁において，預託金会員制

ゴルフクラブの会員権の譲渡担保権者によるゴ

ルフ場経営者への預託金返還請求事件に対し，

譲渡担保権の目的物を保全するために，譲渡担

保権に基づき，譲渡担保権設定者に代わって自

ら預託金の返還を請求することができる旨の判

決が出された。その判決では，仮に，ゴルフク

ラブの規約において会員である譲渡担保権設定

者本人の退会が条件となっている場合であって

も，譲渡担保の担保価値が減少し，被担保債権

の満足が得られないおそれが生じる場合には，

判例が抵当権に対し認めた抵当権設定者の担保

価値の維持・保持義務（最大判平成１１年１１月

l）金融・商邪判例1164号54頁，金融法務事情１６６８

号80頁。本裁判例の紹介について，角紀代恵・判夕

１１２８号71頁，池田真朗・判タ1120号５１頁（契約の
分野の裁判例として紹介>，副凹隆重・判夕1120号

５５頁（担保の分野の裁判例として紹介)，近江幸治。

金法1684号３１頁（担保・保証の分野として紹介)，

金法1672号４６頁以下は，匿名（Ｍ､Ｏ）であるが，
担保権者自身が預託金返還をもとめることができる

根拠について判断した部分を含め理論構成に対し問

題点があることを指摘。判例評釈として，野本彰・
金商1286号226頁（結論には賛成するが，その理強
構成には問越ありとする)。

2）この点について，近江幸治「担保物権法［第二補
訂版]」（成文堂，2007年）１７４頁以下参照。

3）本判決以前，すでに不動産譲渡担保についてでは

あるが，設定者に担保価値保持義務があることを指

摘しているものとして，前出注（２）305頁。そして

その義務に違反すれば期限の利益を喪失(137条２号〉

とする。しかし，直ちに喪失させるのではなく，ま
ず，増担保を提供きせてそれができない場合にはじ

めて期限の利益を喪失させるとするのが，近江・前
出注（２）305頁。

－２９－
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て，②譲渡担保権者が第三者であるゴルフ場事

業者に預託金の返還を対抗するには，債権譲渡

の対抗要件，すなわち，債権譲渡担保設定の対

抗要件はいずれも債務者に対する通知ないし債

務者の承諾（民法367条が467条を準用）とす

る（最判平成８年７月１２日民集50巻７号１９１８

頁5)）ことである。

しかし，この判例法理には次のような批判が

ある。まず，②について，対抗要件として債権

譲渡の規定を準用することについて，会員権譲

渡の実務慣行は，債権譲渡の対抗要件を具備し

ないでもっぱら，クラブの定める会員権譲渡の

手続きによってなきれる。したがって，学説か

らは，たとえば，実務に即し，名義書換手続の

完了に公示性を認めるべきとの見解6)やゴルフ

会員権の二重譲渡等において売買の際に預託金

預かり証の交付を受けなかった者等をいわゆる

背信的悪意者に当たるなどとし，いわゆる信義

則の適用範囲を拡張することで対応すべきとの

見解"等が示されている。また，①の判例法理

に対しても，ゴルフ会員権の譲渡契約は純粋の

｢債権」譲渡ではないことを前提に理解されて

いるにもかかわらず，②の対抗要件について

は，「債権の譲渡」を前提に理論構成するとい

う矛盾を抱えた法理である点である。①の判例

法理に従えば，ゴルフ会員権は，け)(ｲ)(ｳ)の権利

義務関係を包括した「契約上の地位」の譲渡の

問題として理解し，第三者効の理論を用意しな

4）米倉明『判批」法学協会雑誌94巻１号，東像敬・

法曹時報30巻２号，潮見佳男『判批」金法1492号

５６頁。なお，契約上の地位の担保化について，ゴル

フ会員権を対象とした総合的な研究として，須藤正

彦「ゴルフ会員椎の譲渡に関する研究一契約上の地

位の嬢渡の一態様として一』（信山社,1992年)。

5）池田真朗『判批」ジユリスト臨時噌刊１１１３号６５

頁，潮見佳男『判批」金法1492号56頁，田山輝明・
私法判例リマークス（法律時報別冊）１６号７頁。

6）餓判平成８年７月１２日における河合裁判官の反対

意見，高木多喜男「担保物権法［第４版]」（有斐閣，

2005年）341頁。池田真朗・平成８年度亜要判例解

説66頁以下。

7）般判平成８年７月１２日における福田裁判官の補足

意見，潮見佳男「判批』金法1492号58頁。田山輝

明・私法判例リマークス１９９８〈上＞３１頁。

ければならない９判例は，この点について，

ゴルフクラブの理事会の承認のない会員権の譲

渡の効力について，さきの最高裁平成８年７月

１２日の判決において，譲渡禁止特約に反した

債権譲渡の場合と異なり，ゴルフ会員権が「譲

渡の当事者間においては……有効に移転する」

としている。これを，いわゆる債権的効力説的

な立場との評価をしているものもある３しか

し，ゴルフ会員権の法的特殊性を考え「定款の

譲渡制限に反した株式譲渡の効力（会社法137

条）と同じく，理事会の承認なしに会員権が譲

渡された場合，譲受人は会社に対してその権利

を主張しえないが，譲渡当事者間においては有

効に権利が移転される……したがって，理事会

の承認がある場合はもちろん，それがない場合

においても，ゴルフ会員権を有効に譲渡しある

いは譲渡担保に供することができる｣'0'と構成

する立場も提示されている。

３抵当権の場合には，担保目的物の価値の

みを把握しているため価値の下落を防止するた

め抵当権者は抵当権設定者に対し目的物を適切

に維持・管理することを求めることができる

(最大判平成11年１１月２４日民集53巻８号

1899頁)。譲渡担保権であっても，基本的には

弁済期が到来しなければ譲渡担保権者には使

用，収益，処分権がないため担保価値の維持・

保持を保全する必要性はある。ただし，譲渡担

保権は権利移転型の担保物権である。抵当権の

８）池田真朗「判批』判時1558号196頁（判例評論447

号42頁)，潮見佳男『判批」金法1492号56頁。

９）潮見佳男『判批」金法1492号56頁。

１０）山野目章夫＝野深正充「ケースではじめる民法〔第

二版〕」221頁-222頁〔野深正充]，野漂正充「債務

引受．契約上の地位の移転』（一粒社,2001年)。野

本・前出注(1)229頁。会員権の有効な譲渡に理事会の

承認を不要とする根拠として，「会員になろうとする

者を事前に審査し，会員としてふさわしくない者の

入会を認めないことにより，ゴルフクラブの品位を

保つことにあるとする最判平成８年７月１２日民集５０

巻７号１９１８頁をもとに，そもそも鞭渡担保権者が預

託金の返還を求める場合は施設利用権を行使するも

のではないため，理事会の承認がなくとも返還請求

が可能と考える。

－３０－



ように担保目的物の価値のみ把握しているもの

ではない。具体的には，譲渡担保権設定契約の

契約内容が，債権を担保する目的で債務者また

は第三者の所有不動産又は動産あるいは債権と

いう権利を債権者にあらかじめ譲渡し，債務が

弁済されれば，不動産所有権等は譲渡担保権設

定者に帰ってくるが，弁済できなければ，確定

的に債権者に帰属きせる権利移転型の担保であ

り，民事執行法による競売手続きを経ることな

く，簡易に担保権が実行できるものだとすれ

ば，目的物の価値下落を注意・管理するための

請求権に代位行使をする必要はない。弁済期が

到来し，譲渡担保権者に会貝権の契約上の地位

が移転し，対抗要件も具備されている場合なら

ば，ゴルフ会貝権の譲渡担保権の実行として，

清算（処分清算あるいは帰属浦算）の方法とし

て，預託金返還を求めることができる「法律上

の地位」に基づいて第三債務者に請求すること

ができるものと解する。すなわち，譲渡担保設

定者に「代位」しなければ譲渡担保権者は第三

債務者に対し維持管理請求権を行使できないも

のではないように思われる。

４譲渡担保の法的構成について，いまなお

判例が所有椎的構成を採用することを前提にす

れば，なおさら代位的横成ではなく，まさに譲

渡担保権の実行の問題として預託金返還を求め

ることが可能であるものと考える。純粋な債権

を担保化したものではなく,契約上の地位を｢担

保化」したものであれば，会員契約の契約上の

地位も譲渡担保として担保されていると構成

し，担保物権者として直接の権利行使が可能で

あると考える。ゴルフ会員権の譲渡担保設定契

約が契約の地位の譲渡（引受）であると理解す

れば，契約に基づく権利移転の効果は相対的で

あるが，第三者に対しても絶対効を及ぼすため

には，対抗要件が必要となる。その場合の対抗

要件として，退会通知まで必要と解することも

できる。しかし，裁判例は退会通知なくして預

託金返還請求が可能としている。以上の判例法

理の抱える問題点について，東京地判平成1４

預託金制ゴルフ会貝椛の譲渡担保に閲する一考察

年１１月２０日（金商１１６４号54頁）を素材に検

討を加えてみることにする。

２検討判例の概要

一東京地判平成１４年１１月２０日

（千葉スプリングフィールド事件）

１事実の概要

本件は，被告Ｙ（ゴルフ場の開発，経営など

を業とする株式会社であって，預託金会員制ゴ

ルフ場の｢千葉スプリングスカントリー倶楽部」

(以下「本件倶楽部」という｡）の経営する預託

金会員制ゴルフ場のゴルフ会員権（以下「本件

会員権」という｡）につき，会員から譲渡担保

権の設定を受けたという原告ｘ（金銭貸付業，

保証業などを業とする株式会社）が，当該譲渡

担保権（以下「本件譲渡担保権」という｡）に

基づき，その被担保債権の範囲で，Ｙに対し，

預託金の返還を求めている事案である。

本件会員権はＡ・Ｂが，いずれも昭和59年

３月２７日ころ，合計340万円の預託金（以下

｢本件預託金」という｡）をＹに預託して，本

件倶楽部のゴルフ会員権を取得した｡これが｢本

件会員権」である。本件預託金の償還期限は，

その返還請求のために本件倶楽部を退会するこ

とが必要であるか否か，必要であるとして，い

つ退会があったのかはともかくとして，本件会

員権に係る証書作成日である昭和59年３月２７

日から据置期間１５年が経過した平成１１年３月

２７日に到来している。Ａは，平成３年５月２３

日，株式会社太陽神戸三井銀行（以下「訴外銀

行」という｡）との間で取り交わした「ローン

契約杏」に基づき1,000万円を借り入れたが，

その借入れに先立つ同月１７日，Ｘとの間で取

り交わした「太陽神戸三井銀行ゴルフ会員権担

保ローン保証委託申込書（兼契約書)」をもっ

て，（ｱ)Ｘにおいて，Ｙの訴外銀行の借入金債務

について連帯保証する旨，（ｲ)Ｙにおいて，Ｘが

保証債務を弁済したときは，その弁済額及びこ

れに対する弁済日の翌日から完済に至るまで年

－３１－
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１５パーセントの割合（年365日の日割計算）に

よる約定損害金を付して償還する旨の約定など

からなる保証委託契約を締結し，同月２３日，

訴外銀行との間で，その旨の連帯保証契約を締

結した。Ａ・Ｂは，平成３年５月２１日，Ｘと

の間で，ＡのＸに対する前記保証委託契約に

基づく求償金債務を担保するためにそれぞれ本

件会員権をｘに譲渡する旨の譲渡担保契約を

締結した。これが｢本件譲渡担保権｣であるが，

Ａ及びＢは，平成８年７月１０日到達の同月９

日付け内容証明郵便をもって，Ｙに対し，本件

会員権の譲渡を通知した。

その後，Ｘは，Ａが訴外銀行に対する借入金

債務の返済を怠ったため,平成９年７月１５日，

訴外銀行(当時，株式会社さくら銀行)に対し，

Ａの連帯保証人として，その借入残元利金合計

502万1,879円を弁済した。Ｘは，その後，前

記弁済によって取得した求償権につき，Ａとの

間で，数次にわたって返済条件を変更する旨の

合意を取り交わし，妓終的には平成１３年１月

１６日，求償金残元金が234万1,481円である

ことを確認したうえ，約定損害金を含め，これ

を分割し，同年２月１０日限り６万円，同年３

月１０日限り229万7,880円を支払う旨の合意

を取り交わすに至ったが，Ａは，峨初の支払い

を怠り，期限の利益を失った。そこで，ｘは，

Ａから，前記期限の利益喪失後，一部弁済を受

けたため，平成１４年５月３１日時点では，求償

金残元金は231万1,563円，これに対する同日

までの約定損害金の未払分は24万9,511円，

以上合計256万1,095円となっていた。そこ

で，Ｘは，平成１４年４月１２日到達の同月１１

日付け内容証明郵便をもって，Ｙに対し，本件

預託金を原告に返還するよう催告した。ｘは，

前記催告に際して，その効力はともかくとし

て，Ａ及びＢに代わって，Ｙに対し，Ａ及びＢ

が本件倶楽部を退会する旨の通知（以下「第一

次通知」という｡）をしているところ，その効

力をめぐって，本件訴訟において，Ｙとの間で

争いを生じていることから，Ａ及びＢは，平

成１４年１０月１１日到達の同月１０日付け内容証

明郵便をもって，Ｙに対し，それぞれ自ら本件

倶楽部から退会する旨の通知（以下「第二次通

知」という｡）をしている。

本件訴訟の争点は，争点①本件会員権につ

き，Ａ及びＢから本件譲渡担保権の設定を受

けたＸが，当該譲渡担保権に基づき，Ｙに対

し，本件預託金の返還を請求することができる

か否か，争点②仮に，①ができるとして，本

件預託金の返還を請求するために本件倶楽部の

退会が要件となる場合に，Ｘ及びＹに代わっ

てした第一次通知の効力の有無である（なお，

第一次通知の効力が否定される場合には，前記

のとおりＡ及びＢが第二次通知をしているた

め，この場合の効力をめぐっては争いがない)。

２裁判所の判断

認容

争点①（譲渡担保権に韮づく本件預託金の返

還請求それ自体の可否）

結論は，Ｘは，本件譲渡担保権に基づき，Ｙ

に対し，本件預託金の返還を請求することが可

能である。その理由は，端的に，譲渡担保権の

目的物を保全するために，譲渡担保権に基づ

き，譲渡担保設定者に代わって自ら預託金の返

還を求めると解されるべきものである。また，

そのように解さなければ，このような場合も対

象として預託金会員制のゴルフクラブの会員権

について譲渡担保権を設定した意義を没却する

ことになる。

Ｙは，譲渡担保権にそのような効力を認め得

るとしても，それは，譲渡担保権の設定契約の

当事者間にとどまるようにいうが，譲渡担保権

者が，譲渡担保権設定者による目的物の消滅を

防止し得るのは 譲渡担保権の本質的な効力と

いうべきであって 設定契約の当事者間に同旨

の約定があったとしても，その本質的な効力を

確認したにとどまるというべきであって，譲渡

担保権の設定を第三者に対抗し得ない場合は格

別，その対抗要件を具備している限り，第三者
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に対しても，譲渡担保権の目的物の消滅を防止

するのに必要な請求が可能というべきである。

しかるところ，本件においては，原告の本件

譲渡担保権の設定については，Ａ及びＢから

本件倶楽部を経営しているＹに対してその設

定の事実を明らかにする譲渡通知がされている

ほか，その後，実際にも本い件譲渡担保権に基づ

く本件預託金の返還請求がされていることは，

前提となる事実記載のとおりであって，本件預

託金返還請求権が発生していれば，Ｘが本件談

渡担保権に基づく本件会員椎の取得を少なくと

も前記譲渡通知・返還請求を受けているＹに

対抗し得ることは明らかといわなければならな

いｏ

争点②（本件預託金の返還請求のための退会

通知の要否とその有無）

もっとも，原告が本件譲渡担保権に基づき本

件預託金の返還請求が可能であるとしても，本

件預託金の返還を請求するためには その償還

期限が到来しているだけでなく 会員であ るＡ

及びＢが本件倶楽部を退会していることが要

件となるか否かが問題となるところ，本件会員

権に係る「預り金証書」の記栽上はともかく，

Ｘにおいて，その必要を自認しているところ，

Yは，ＸがＡ及びＢに代わってした第一次通

知による退会の効力を争っている。しかしなが

ら，本件会員権につき，本件譲渡担保権の設定

を受けたＸが，譲渡担保権者として，本件預

託金の返還を求め得る立場にあるということ

Iま，譲渡担保設定者であ るＡ及びＢが事実上

であつ_ても自ら退会通知をして償還期限が到来

している本件預託金の返還を受けてしまうこと

を防止するという見地からであるから．そうで

塑-畳i以上，本件譲渡担保権者であるｘにおい

垂，その目的物である本件預託金がＡ及びＢ

に返還されてしまうのを防止するために自らそ

の返還_を求め得る前提として，Ａ及びＢに代

わって退会通知をすることもできるというべき

である。

預託金制ゴルフ会員権の譲渡担保に関する一考察

この点につき，Ｘは，ＸがＡ及びＢに代わっ

てした第一次通知の法的根拠として，譲渡担保

権者の取立権，債権者代位権，あるいは，Ａ及

びＢから授与された代理権を主張するが，ゴ

ルフクラブの退会をめぐる会員の権利は，いわ

ゆる一身専属的な権利として保護されるべきも

のであるとは解されない し これに前説示し た

ところを綜合すれば 担保権の効力として譲渡

担保権者にも認められるべきである譲渡担保設

定者に対する目的物の維持・保存請求権を保全

するための債権者代位権の行使として，ＸがＡ

及びＢに代わっていた第一次通知を有効と認

めるのが相当であって，かつ，それが簡明であ

ると解される。

したがって，本件預託金は，その償還期限が

到来した後，ＸがＡ及びＢに代わってＸに対

してした第一次通知によって，本人がした第二

次通知を持つことなく，第一次通知が到達した

平成１４年４月１２日以降，その返還請求が可能

となっていたということができる。

３検討判例の分析

まず，本判決は，以下の２点について判断し

たものと整理することができる。まず，第一点

は，預託金会員制ゴルフクラブの会員権の譲渡

担保権者が，ゴルフ場経営者に対し，自ら預託

金の返還を請求することができるか，第二点

は，預託金返還請求にゴルフクラブからの退会

が必要な場合に，譲渡担保権者が譲渡担保権設

定者に代位し退会通知をすることができるか。

１譲渡担保権者は預託金の返還謂求をする

ことができるか

本判決は，譲渡担保権者の預託金返還請求を

肯定した。「その理由は，端的に，譲渡担保権

の目的物を保全するために，譲渡担保権に韮づ

き，譲渡担保設定者に代わって自ら預託金の返

還を求めると解されるべきものである」とす

る。具体的には，①譲渡担保権者が対抗要件を
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具備している限り，第三者に対しても，譲渡担

保権の目的物の消滅を防止するのに必要な請求

が可能というべきである。これはいわゆる'抵

当権に対し判例上認められた担保価値保持・維

持義務の履行請求権が譲渡担保権者にも認めら

れたことになる。

その上で，本件事案に対し，②預託金の据置

期間維過後は，譲渡担保権設定者が事実上，預

託金返還請求権が発生していることになり，譲

渡担保権設定者自身が預託金の返還を受けると

譲渡担保の目的物が消滅するのに等しい結果と

なるため，譲渡担保権者自らが預託金の返還を

請求して担保目的物の消滅を防止することがで

きるとした。

この判決の理論構成に対し，実務の観点から

｢譲渡担保権設定者が事実上預託金返還を受け

る可能性がある」とするが，通常，譲渡担保権

設定時に預託金証書等が譲渡担保権者に交付さ

れ，譲渡担保権設定者の手元にはないし，本件

は，すでに譲渡通知がなされている場合であ

り，ゴルフ場経営者側が譲渡担保権設定者から

の預託金返還請求に応じることはないとして，

実務上の慣例に即さない形式的な理論構成であ

る旨の批判がある獣加えて，仮に，譲渡担保

権設定者が預託金返還を受けたとしても，対抗

要件を具備した譲渡担保権者であればゴルフ場

経営者に対して預託金請求権の存続を主張する

ことができるため，事実上は目的物は消滅しな

いことになり，担保目的物の滅失等によって担

保目的物の維持・保存義務の存在を説明するこ

とができなくなる'2)との批判もある。

２譲渡担保権者は，担保価値維持・保持義

務を代位して，退会通知を出せるか

本判決は，預託金返還請求にゴルフクラブか

らの退会が条件である場合，譲渡担保椎者自ら

が預託金返還請求をする前提として，譲渡担保

11）野本・伽出注(1)227頁。

12）野本・前出注(1)228頁。

椎設定者に代位して退会通知をすることができ

るか，という点について，本件は肯定する立場

を示した。

その理論的な根拠として，本判決は，まず，

ゴルフクラブの退会をめぐる会員の権利は，い

わゆる一身専属的な権利として保護されるべき

ものではない，また，渡担保権設定者には担保

価値維持義務があり，譲渡担保権には担保権の

効力として譲渡担保設定者に対する目的物の維

持・保存請求権があり，それを保全するため預

託金返還の条件である退会通知（会員契約の解

除）を債権者代位権の行使を通じ譲渡担保権者

に認めた。

本判決では，譲渡担保権者による退会の通知

を認める根拠を債権者代位権構成によって肯定

した。この点について，原告から債権者代位権

構成以外に，譲渡担保権の取立権として構成す

る見解，譲渡担保権設定者から授与された代理

権として構成する見解も主張されている。譲渡

担保権は約定担保物権であり，契約当事者間に

おいて特約が締結できる。いうまでもなく，本

件も取立権限を譲渡担保権者に認めるとの特約

が締結されていれば，債権者代位権と複雑な理

論構成によって理解しなくともよい。また，譲

渡担保権設定者から授与された代理権が特約に

よって与えられていることが明確であれば，そ

のように解することになる。かりに，特約が不

鮮明，不明確であったとしても，実際譲渡担保

が設定された場合には，譲渡担保設定者名義の

退会届が授与されているのが実務慣行であるこ

とにかんがみ，設定契約当事者間の意思として

は，債務の弁済ができない場合には，譲渡担保

椎設定者から譲渡担保椛者に対して退会届を提

出する権限が授与されているとみるのが当事者

の合理的意思の解釈であると解することも可能

である『）

１３）野本・前出注(1)229頁。
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４結びにかえて

本判決の結論には賛成であるが，その理論構

成には疑問があると考える。まず，問題点ｌに

ついて，譲渡担保権者は預託金の返還請求をす

ることができるとする結論には賛成であるが，

会貝権の譲渡担保権者は，譲渡担保権設定契約

時に，契約上の地位を担保化したのちは，弁済

期が到来し，債務者が債務不履行に陥ったら確

定的に契約上の地位(ｱ)(ｲXｳ)が有効に確定的に

移転し，譲渡担保権者は担保物権者として，預

託金返還請求権を行使することができる。その

際，退会通知を条件に預託金返還を認める規定

がある場合には，譲渡担保権者はみずから退会

通知を提出し，預託金の返還を求めることがで

きるか，については，設定契約当事者間で退会

通知の提出について特約があればそれにしたが

い，仮に特約がないか，あるいは不明確な場合

には，実務上退会届も合わせて譲渡担保権者が

取得していることがあれば，預託金を請求する

譲渡担保権者が新たにゴルフクラブの会貝にな

るものではないことがわかる。このような当事

者の意思の合理的な解釈からも，譲渡担保権者

自身が退会通知を提出することができる権限を

有しているものとして，直接退会通知をゴルフ

場経営者に提出するとの理論構成が妥当である

と考える。すくなくとも，この立場は本判決の

採用する債権者代位権的構成ではない。むし

ろ，取立権的櫛成，もしくは代理権的構成が本

件結論を導きやすいものといえる。会員権が取

引市場において希望価格による売買契約が成立

しない現況から考え，債権者の債権回収の道と

して預託金は大変魅力がある。譲渡担保権者の

多くは,会員権を取得し,預託金の返還を受け，

被担保債権の弁済に当て，清算金があれば譲渡

担保設定者に清算する。すなわち帰属清算型に

近い清算がよいか，ゴルフ場によっては市場で

預託金よりも高値で取引されることも考えられ

る。このような会員権の市場における価値に

よっては処分清算型と解することも考えられ

預託金制ゴルフ会貝権の譲渡担保に閥する一考察

る。特約がない場合の原則はいずれであるか。

所有権的構成であれば帰属清算型になじみやす

く，担保的構成であれば処分清算型になじみや

すいと割り付けるのではなく，弁済期が到来し

ても債務者が弁済ができず，債務不履行に陥っ

ている場合に，預託金返還の据置期間が経過し

ていれば，譲渡担保権者は自らの椎利として直

接預託金返還を求めることができることから，

特約がなければ，帰属清算型と理解することが

できる。しかし，近年の会員椎価格の低迷を前

提として，預託金の返還を求める場合には帰属

清算型とし，他方，譲渡担保権者が市場で売却

した方が資金回収が図れる会員権もあるだろ

う。その場合は処分清算型と理解できる。譲渡

担保権者は譲渡担保権実行の際にいずれの方法

で清算するか選択することができるものと解す

る:）

【追記】

私は2004i年より４年間，愛媛大と香川大の連合

法務研究科（ロースクール）担当教員として愛媛

大学法文学部に在職した。当時，副学長であった

湯浅良雄先生には，２つの大学の連合型という日

本で唯…･の法科大学院の設置にご尽力いただい

た。また，湯浅先生が，ゴルフを始められたのも

まさにこの時期であり，記念すべき初ラウンドを

ご一緒したことが思い出される。感謝の気持ちを

込めて本論文を献呈したい。

14）野本・前出注(1)228頁。
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